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 日本比較経営学会は，1976 年 4 月 5 日に

「社会主義経営学会」という名称で創立さ

れ， 2006 年の第 31 回全国大会をもって創

立 30 周年を迎えました。この間，社会主義

経済体制の崩壊という歴史的変化を受けて，

1995 年の第 20 回全国大会で「比較経営学

会」（さらに昨年は「日本比較経営学会」）

に名称を変更したが，創設当時の本学会の

目的・精神であった社会主義経済体制下に

ある企業経営の研究を通してわが国の経営

学研究の発展に貢献しようとする考え方は，

現在に受け継がれ，さらに発展しつつある

と考えます。たとえば，経済的な発展段階

を異にする国・地域にある企業の経営研究

を通して，また，経済的発展途上国である

か成熟国であるかを問わず異文化社会

（国・地域）の企業経営研究を通して，日

本および世界における経営学研究の発展に

貢献するという形で，創立以来の本学会の

目的なり精神は，いささかも揺らぐことな

く，むしろ一層強化され発展しつつあると

確信するからであります。 
 では，今，なぜ「比較」経営学なのでし

ょうか？ソ連邦の解体によって「社会主義」

陣営対「資本主義」陣営という「冷戦構造」

が崩壊し，経営学の研究対象としての企業

経営は「計画経済」という社会主義経済の

土俵を失い，「市場経済」という一本化され

た土俵上で展開されることになりました。

ところが，「市場経済」という土俵は，その

中身や仕組みを見てみれば「社会主義」と

「資本主義」の相違よりもはるかに多様で

す。また，市場経済という多様な土俵の上

に展開する企業経営もまた実に多様性に富

んでいます。現代の市場経済と企業経営は

実に多様なので，現代の企業経営の研究は

この多様な市場経済と企業経営を「比較」

研究することが必要にして不可欠なのです。

「比較経営学」こそ，現代の企業経営研究

に相応しいのです。 
しかし，経営学研究の新たな地平（＝研

究課題）と新たな研究方法論が，比較経営

学として構築されているとは言い難いのが

現状です。むしろ，未だに比較経営学の研

究対象とその方法論を模索しているという
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のが現実であろうと思います。 
私は，創立 30 周年に当たる 2006 年の第

31 回大会において第 16 期理事長に選出さ

れたこの機会に，全会員と共に，経営学研

究の新たな地平（＝研究課題と研究方法論）

を切り開き，比較経営学の構築をめざして

努力すると同時に，そのために必要な制度

改革，学会誌の改善，他学会との連携及び

それらを通じて若い研究者を中心に学会員

の増大に向けて最大限の努力をすることを

誓います。 
私は，学会員の皆様と共に，比較経営学

会の存在意義を再確認し，経営学研究の新

たな地平を開拓したいと思います。そのた

めに，多くの，熟達した研究者，中堅の研

究者，そして若い研究者のエネルギーが結

集されることを期待致します。 
2006 年 8 月 18 日  

                       

 また、小西豊事務局長を中心とする若手

の会員のアイデアによりまして、大会運営

において会員全員参加方式とでも呼ぶべき

方式を採用させて頂きました。大会には若

手の研究者の発表機会を増やすべく多くの

セッションを設け、報告に基づく討論に比

較的多くの時間を割き、なるべく多くの会

員が司会者、テーマのオーガナイザー、報

告者、討論者等、何らかの形で大会運営に

参加していただけるように努めました。今

後もこの方式を引き継いでいただいて、大

会が活発な議論の場となり、学会がさらな

る活性化に向けて発展していくことを希望

しております。 

 
理事長退任 挨拶 

前理事長 門脇延行 
（滋賀大学名誉教授） 

 
 新緑の欅から雨の紫陽花へ、時の移り変

わりを感じるこの頃ですが、会員の皆様に

おかれましてお変わりなくご健勝のことと

存じます。 
さて、中京大学での第 31 回大会も会員の

皆様方のご支援のお陰で成功裡に終えるこ

とができました。本当にありがとうござい

ました。心から御礼申し上げます。 
 日頃から、「比較経営学の存在根拠は奈辺

にありや？」と自らに問いかけておりまし

た。この学会の構成メンバーの特徴を生か

して、「企業と社会の関係」のあり方を多面

的に問うのはどうだろうか、と考えまして、

30 回 31 回の二度の大会の統一論題のテー

マに「企業と社会の関係」を選ばせて頂き

ました。そのことが広く社会に向けて門戸

を開き、学会の裾野をも広げることに繋が

ってくれることを希望しております。それ

でよかったのかどうか、定かではありませ

んが、二つの大会とも、それまでよりも多

くの大会参加者をえたようですので、それ

なりの評価をいただけたのではないか、と

思っています。 

 ただ、残された課題もあります。その一

つは学会員の拡大、特に若手の会員をいか

にして増やしていくか、この問題です。残

念ながら有効な手だてを見いだすことはで

きませんでした。学会員総数 200 人そこそ

こでは心許ない限りです。林正樹理事長さ

んの下でこの問題を引き続きご検討いただ

ければと思っております。 
 顧みると、この二年間には、学会事務セ

ンターの破産問題、30 周年記念大会の国際

シンポジウムや記念出版事業など、かなり
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の課題がありましたが、幸いにも常任理

事・理事・幹事・監事各役員の強力なバッ

クアップと会員皆様の御支持を得まして今

日のこの日を迎えることができました。皆

さんに助けられて、なんと幸せな理事長だ

ったことか、と心底感謝致しております。

この機会に改めて皆様に御礼申し上げます。

本当にありがとうございました。 
2006 年 6 月 21 日 

 
日本比較経営学会第 31 回全国大会報告 

 
「企業と社会－比較経営学研究の新たな地

平－」を統一論題として 
第 31 回全国大会プログラム委員会 

大西勝明（専修大学） 
 
比較経営学会の第 31 回全国大会が中京

大学で開催され、2006 年 5 月 14 日には、

「企業と社会－比較経営学研究の新たな地

平－」を統一論題としたシンポジウムがも

たれた。深刻な世界的状況を踏まえ、また、

30 回大会の議論を深めることを意図して、

「企業と社会」について 2 年連続して根源

的な問いかけを試みた大会であった。「企業

と社会」について、鋭い問題提起や論理的

な解明が試みられ、参加者の数、討議の内

実、シンポジウム終了後の会員の感想等か

らして、全国大会が成功裏に終了したとい

う印象をえている。 
なにより、本大会では、2 年連続してま

で、「企業と社会」を根本的に究明していこ

うとする本学会の潜在的なエネルギーの発

現が感じられた。 
次に、前半の「企業と社会に関する課題

と方法をめぐって」に関しては、比較経営

学研究の新たな地平を意識した 3 人の報告

者が、独自の積極的な見解を開示されたこ

とがある。重本会員は、企業社会的責任

（CSR）を経済合理性の追求の枠組内に位

置づけ、その限界を克服していく社会に対

する企業の経済的責任（CER）（論）を提唱

された。林会員は、「企業・市場・社会」の

多様性・差異性の受容と解明を課題とし、

進化しつつある企業・市場・社会の理論を

展開し、国際比較を試みられた。百田会員

は、企業社会的責任（CSR）の世界的潮流・

グローバルスタンダードは、人権・労働に

おける民主的価値の実現であるとされ、こ

の点で後進的な日本における民主的な変革

を主張された。こうした 3 者の提案をめぐ

っての議論は十分に刺激的であった。 
さらに、一部の報告者、コメンテータ、

司会者との間では、短い時間ではあったが、

議論の進め方等について検討しておく機会

が持てた。なにを解明していくのかについ

の十分な予備討議、論点整理が必要であろ

う。 
現実には、当初意図したような事前調整

に十分な時間かけて大会に臨むことは困難

であったし、3 者の見解の進展を今後どの

ような道筋でということに関しても、より

具体的な展望を明示する必要があった。そ

して、フロアとの討議時間が短くなり、満

足感をという点でも課題を残したのではと

思っている。次年度大会でのより充実した

運営を期待したい。 
 
統一論題 
「企業と社会―比較経営学の新たな地平―

新たな企業システムと社会像をめぐって」 
田中宏（立命館大学） 

 3



午前中の統一論題が、理論（規範）的

指向の強い報告と討論であったのにたいし

て、午後のセッションは、実証に重点を置

いた報告となった。3 本の報告に関する要

約は報告書を読んでいただくことで省略し

たい。第１報告の海道ノブチカ報告に対し

て、両討論者およびフロアからの論点は以

下のとおりである。ドイツ企業システムの

変化をどのように把握するのか、ヨーロッ

パ会社（SE）における従業員参加の 2 タイ

プではアングロサクソン型に収斂するので

はないか、ヨーロッパ型企業モデルはいか

に現状を反映しているのか、いかに日本と

ドイツの企業統治は相違するのか、ドイツ

の社会的市場経済における「社会性」が変

化してきているのではないか、その「社会

性」の恩恵は特定の人に限定されているの

ではないか、反対にドイツモデルの方が影

響を受けているのではないか、SE を含めて

EU のルール自体が埋め込まれた自由主義

によって変化するのではないかという諸点

である。SE を採用した企業例が現実に極め

てすくないことからこれを基準にして EU
企業システムを論じることの限界性をふま

える必要性がリプライされた。 
第 2 の横井和彦報告については、東欧

移行諸国との対比で、労働者（組合）と共

産党の影響力で福祉の削減等はどの程度防

ぐことができるのか、政治＝社会主義、経

済＝資本主義という 2 分法は両立している、

社会主義市場経済の現実的な基盤はどこに

あるのか、CSR の発展の方向に中国もある

のではないか、格差拡大を見ていく必要、

格差拡大のなかで「社区」がいかなる意義

があるのか、「社区」と福祉関連機関とはど

のような関係にあるのか、という質疑が出

された。リプライでは 2 分法思考の克服の

必要性と同時に、「単位」の機能、役割を「社

区」が担うことができず、共産党（員）に

よるボランティア的性格が強いことが指摘

された。 
第 3 の前田淳報告はケインズの貨幣論

と国家政策論をベースに東独移行論を分析

する。それにたいして「信託公社による迅

速な民営化」ではなく「刷新業務の優先」

がどの程度可能性をもっていたのか、2000
年代における旧東独地域の経済不信の原因

は何か、旧東独の対コメコン市場依存度や

外資の役割はどのように考えるのか、16 年

経過しても格差が縮小しないことの原因は

なにか、東独国民はなぜ急進的移行を選好

したのか、コールとシュレーダーの政権は

ともに民営化では共通なのではないか、90
年代初期の政策的誤りを追及することの意

義はどこにあるのか、という質問が出され

た。報告者からはあらためて現代において

もマルク交換比率、「信託公社による迅速な

民営化」の重要性が強調されていた。 
 
分科会 
第１分科会 
「NPO とソーシャル・チェンジ」 

馬頭忠治（鹿児島国際大学） 
 この分科会では、次のようなチェンジを

確認した。すなわち、英国は、チャリティ

と営利企業の中間的な新しい法人、CICｓ

（Community Interest Companies）を

創設するなどして第三の道に積極的であり、

また、日本も含め、全体として、NPO をは

じめてとする市民事業が、市民出資や寄付

行為、さらにはボランティア、また、税の

目的税化、市民バンクの創設、社会的資本
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の形成などによって、市民が自ら、資金、

税、資産、さらには労働や時間などを配分

していく事業主体となって、共益、地域益

など新しい市民相互の利益を創出するもの

であることが確認された。 
（１）明治大学の塚本一郎（非会員）は、

３年前からの英国「社会的企業」調査を踏

まえて、その現状と課題について報告をい

ただいた。伝統的な営利、非営利という二

分法を超えて、さらにはその英米の相違を

踏まえて、ハイブリットな「社会的企業」

の誕生についてなど英国の改革動向を知っ

た。（２）駒沢大学の院生、松本典子さんか

らは、町田市の『社会市場形成に関する調

査研究報告書』（2005 年）を素材に、自治

体レベルでのチェンジの方向性や可能性に

ついて報告をいただいた。キータームの「社

会的市場」とは、「地域の多様な主体の開か

れた参加と相互主体に基づく財・サービス

の交換により、新しい公共的価値を創出と

配分を実現」していく仕組みのことで、そ

の手段として地域通貨や時間預託制度、さ

らには社会的資本などが構想されているこ

との積極性と課題について述べられた。

（３）市民バンク（コミュニティ・ユース・

バンク momo）の木村真樹代表理事（非会

員）より、NPO バンクの全国での取組みと

その目的について報告いただいた。本人自

身は、市中銀行での勤務と坂本龍一さんら

の NPO バンクでの経験をもとに、お金が

自らの若者の未来を奪うように投資されて

いる現状（国債、環境破壊や戦争）をチェ

ンジするために、すなわち、自らで「お金

に意思をもたせる」ために活動しているこ

とを披瀝された。また、資金が地域循環す

る仕組みと大切なものを見抜く感性や闘う

ための想像力、考える力を取り戻すという

この市民バンクへの賛同があって、事業と

しての融資活動は可能だということであっ

た。 
 
第 2 分科会 
「企業統治・企業倫理・企業戦略」 

岩波文孝（駒澤大学） 

 第 1 報告「株式会社支配論の方法と範疇

化について」（跡部学会員：秋田経済法科大

学）では、株式会社論の学説上の論点の範

疇化が試みられ、中心的論点として株式所

有・資本の二重化・専門経営者支配・「生産

関係の基礎」論・「公共性」論などの考察を

通じて、株式会社論研究の論点が提起され

た。本報告に対して、討論者（仲田正機会

員：立命館大学）から株式会社論の範疇化

について論点が提起された。 
 第 2 報告「経営者の倫理的意思決定に関

する考察―韓国の事例を中心に」（中川圭輔

会員：明治大学大学院）では、韓国財閥企

業のオーナー経営者の支配体制の維持とオ

ーナー型韓国企業経営者の倫理的意思決定

の考察が行われた。本報告に対して、討論

者（仲田正機会員：立命館大学）から韓国

企業における非倫理的意思決定および日韓

の企業比較について論点が提起された。 
 第 3 報告「韓国企業の戦略とその策定プ

ロセス―実態調査に基づいて」（芦澤成光会

員：玉川大学）では、通貨危機以降の財閥

の構造改革に伴う韓国企業の戦略策定プロ

セスを経営戦略、組織形態、本社機能の分

析を通じて、韓国企業における戦略策定プ

ロセスの現状分析が行われた。本報告に対

して討論者（國島弘行会員：創価大学）か

ら財閥の「非合理的経営」、企業の組織形態
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の再編、本社機能、韓国企業の特殊性につ

いて論点が提起された。 
 第 4 報告「機関投資家のコーポレート・

ガバナンスと企業の社会的責任―ドイツと

日本の SRI 市場比較」（清水一之会員：明

治大学大学院）では、日本とドイツにおけ

る株式所有構造、コーポレート・ガバナン

ス原則、および機関投資家の社会的責任投

資の分析を通じて、日本とドイツにおける

機関投資家の株主利害の実現と企業の社会

的責任との調和の可能性の考察が行われた。

本報告に対して、討論者（國島弘行会員：

創価大学）から SRI への移行の必要性、ド

イツにおける SRI の拡大条件、各国の SRI
の特殊性、SRI による長期的投資の可能性、

SRI 投資家の多様な投資価値基準に関する

論点が提起された。 
 第 2 分科会は 4 報告が行われたため、十

分な議論の時間を確保できなかったが、報

告・討論を通じて企業統治・企業倫理・企

業戦略に関する現代的課題が鮮明になった

と考えられる。 
 
第 3 分科会 
「病院経営とガバナンス」 

細川孝（龍谷大学） 
第 3 分科会【病院経営とガバナンス】で

は、二つの報告があった。小島愛会員の「英

国における病院経営とガバナンス－NHS 
Trust に焦点を当てて－」と鈴木学会員の

「医療における規制緩和」である。いずれ

も最近入会された会員であり、本学会での

報告は初めてである。司会者・討論者は、

儀我壮一郎会員が務められた。参加者は、

司会者、報告者も含め、9 名であった。 
小島会員はまず、コーポレート・ガバナ

ンス原則をめぐる動向を概観した。そして、

それが、民営化が進行するイギリスの病院

に、活用されていることを指摘した。さら

に、イギリスのファンデーション・トラス

トに焦点をあてて、そこでの経営機構改革

を立ち入って考察した。報告を受けて、フ

ロアから、コーポレート・ガバナンスが対

象とする株式会社と、本報告が対象とする

病院の違いをどう考えるか（小島会員は、

「メディカル・ガバナンス」の概念を提起

されている）、医療制度の違いからしてイギ

リスの事例を日本の改革に活かしていける

かどうか、といった論点が提起された。 
続いて、鈴木会員が報告した。鈴木会員

は、医療における規制緩和が、新自由主義

にもとづいており、アメリカからの要求を

受けて医療制度改革が進行していること、

そして、医療制度改革は「医療のビジネス

化」を目指したものであることを解明した。

今後の研究課題として、病院のＭ＆Ａ（全

国展開する医療法人による自治体病院の買

収など）を提示した。報告を受けて、少子・

高齢化や日本の財界の動向も考察の視野に

入れるべきではないか、現実の医療が抱え

る問題点をどう考えるか、などの質問が出

された。 
分科会の最後には、司会の儀我会員が、

討論のまとめと問題の提起を行った。そこ

では、医療関係者の人材教育の重要性、混

合診療をめぐるアメリカと日本の生命保険

会社の動向、戦争と医療などの幅広くかつ

重要な論点を提起された。 
本分科会は、報告者が 2 人であったため、

余裕ある運営が可能であった。2 本の報告

はいずれも今日的に重要な問題を提起して

おり、興味深いものであり、経営学の視点
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から議論が深められたように感じられる。

これまで、本学会全国大会での医療に関す

る報告はごく限られていた。そのような下

で、本分科会での報告と討論は積極的な意

義を持つものと思われる。 
 
第４分科会 
「グローバリゼーションと多国籍企業」 

夏目啓二（龍谷大学） 

 第１報告「巨大小売多国籍企業と社会－

ウォルマートがもたらす影響を中心に－」

（中道眞会員：龍谷大学）では、１）ウォ

ルマートの経営戦略および事業展開の推移

の説明があり、２）同社の経営手法をめぐ

る社会との対立ないし影響として諸事例を

取り上げ、３）同社の経営における経営原

則が、同社の成長と同時に社会問題を引き

起こしたことが、報告された。同報告にた

いして、討論者（日高克平会員）より、以

下の論点が提示された。１）ウォルマート

が成功したビジネスモデルでありながら、

社会問題を引き起こすような矛盾した諸要

素の構成体とするならば、その分析視角と

方法はいかなるものか。２）海外での店舗

業態のより詳しい説明が、必要ではないか。

３）同社の低賃金政策と家族的な労使関係

という矛盾する政策をいかに理解すればよ

いか。これらの論点にもとづいて議論がな

された。 

 第 2 報告「インターネット関連企業のブ

ランド化戦略－サイバー空間における企業

と社会－」（林尚毅会員：高知短期大学）で

は、１）グローバリゼーションと IT 革命に

ついて「インタンジブル（無形資産）」等の

キーワードの説明があり、２）伝統的なブ

ランド戦略およびその展開過程の説明があ

った。その上で、３）インターネット関連

企業とブランドとの関係について、グーグ

ル、アマゾン、ソフトバンク、ヤフーを取

り上げ、４）そのブランド的な特徴と問題

点を指摘した。同報告にたいして、討論者

（日高克平会員）より、以下の論点が提示

された。１）インターネット関連企業とブ

ランドとの関連について先行研究がどこま

で解明しているか。２）経営学におけるブ

ランド戦略をどのように理解すればよいか。

３）伝統的なブランドビジネスとインター

ネット関連企業のブランドビジネスとの比

較はどのようなものか。これらの論点にも

とづいて議論がおこなわれた。 
 
第 5 分科会 
「移行企業 1：ロシア」 

森岡 裕（富山大学）  
 第 5 分科会は、青木國彦会員の司会のも

とで 4 報告（加藤志津子会員「旧ソ連諸国

の企業システムの比較分析」、蓮見雄会員

「カリーニングラード経済特区とロシア家

電産業」、藤原克美会員「ロシアにおける産

業政策の変遷」、伏田寛範会員「ロシア軍需

企業の統合と再編」）が行われた。  
 加藤会員の報告は、従来ロシアに偏重し

ていた移行企業の研究を再検討することを

ねらいとして、ロシア、カザフスタン、リ

トアニアの 3 ヶ国を対象として企業システ

ム（マネジメント）を比較したものである。

これによってロシア企業に固有の特徴と移

行経済諸国の企業経営に共通するものとの

違いが明らかになることが示された。  
 蓮見会員の報告は、カリーニングラード

経済特区において現在成功を収めているロ

シア家電産業の状況を、ロシアの産業政策
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との関連からとらえたものである。またカ

リーニングラードの将来に大きな影響を与

える EU との関係からも、当該地域での家

電産業を含めた製造業の発展可能性につい

ての指摘も行われた。  
 藤原会員の報告は、現在ロシアにおいて

関心が高まっている産業政策について、産

業構造の問題（特定企業群への援助）に焦

点をあてて論じたものである。産業政策に

対する国内の 5 つの立場と産業政策の変遷

についてふれた後、現在の支援対象はハイ

テク部門であるが、伝統的な手法（政府の

強力な介入）がとられる可能性が高いこと

が指摘された。  
 伏田会員の報告は、ロシアの航空機産業

の統合問題を OAK（統一航空機製造会社）

創設計画を中心にして論じたものである。

OAK の特徴として、単純な国有化ではなく

市場メカニズムを利用した統合・再編であ

ることと、他産業にも適用可能な普遍的な

ものであることが示された。また経済的安

全保障を重視する最近のロシア政府の動向

についても、指摘がなされた。  
 続いて、小西豊会員と森岡によるコメン

トが述べられ、全体討論が行われた。個々

の討論についての紹介は紙幅の関係で略す

るが、ロシアの経済・経営を展望する上で

重要な意味を持つ産業政策に対する見解・

評価等を中心に活発に議論が行われた。 
 
第 6 分科会 
「移行企業 2：中国」 

横井和彦（同志社大学） 
 第 6 分科会では、井出啓二・長崎大学教

授による司会のもと、中国企業をテーマに、

4 名の大学院生が報告を行った。 

まず「コーポレート・ガバナンス改革論

の日中比較―エージェンシー理論からの

アプローチを中心として」と題して、立命

館大学大学院の張英春さんが報告をした。

もう少しエージェンシー理論そのものへの

検討があればとは思ったものの、日中とも

に最近改正されたばかりの会社法をふまえ

ての議論は、大変説得力があった。 
続いて、滋賀大学大学院の尹文植さんに

よる、「中国の国有商業銀行改革とコーポレ

ート・ガバナンスに関する一考察―中国

建設銀行を中心に」と題する報告が行われ

た。中国の銀行に関するこの種の研究は比

較的めずらしく、大変興味深いものであっ

た。ただ、質疑応答の際にもふれたのだが、

中国の金融においては、貸し手だけでなく、

借り手についてもかなり特殊である点を考

慮に入れる必要があると感じた。 
次の、同じく滋賀大学大学院の陳玉領さ

んによる報告は、「中国における農村保険経

営組織に関する一考察」というタイトルで、

自身の体験や故郷の情況をふまえた、大変

独創的なものであった。まだ学術的な検討

は十分とはいえないものの、農村組織につ

いての検討や日本の県民共済を参考にした

提言などは、今後の研究如何で評価されよ

う。 
最後に長崎大学大学院の福田博彦さんが、

「緊密化する中国・ASEAN 経済関係と日

本」と題する報告を行った。大変堂々とし

た、わかりやすい報告と感じたが、マクロ

的な側面が強く、とくに輸出主体の大半が

外資系企業であるという中国の現状から考

えると、やや議論が単純だとも感じた。 
全体的に参加者が少なく、やや盛り上が

りに欠けたものの、丁寧に準備された報告
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が多く、各報告者の将来性が大いに期待で

きる分科会であった。 
 
 
特別分科会 
「企業の社会的責任再考－生命をあずかる

企業の重み－」 
村上了太（沖縄国際大学） 

日本比較経営学会第 31 回特別分科会は

「企業の社会的責任再考－生命をあずかる

企業の重み－」と題して 5 月 13 日午後に開

催されましたので、ここにご報告申し上げ

ます。 
報告の構成は、安藤陽（埼玉大学）報告

「企業の社会的責任再考：民営化と関連さ

せて」、村上了太（沖縄国際大学）報告「鉄

道企業の社会的責任 ―技術論と企業経営

―」、安部誠治（関西大学）報告「日本のタ

クシー事業を破壊する規制緩和」そして濱

田俊郎（日本航空インターナショナル操縦

士）報告「航空輸送の安全性－運航乗務員

の労働条件を考える－」でした。詳細は予

稿集をご覧下さい。 
司会の井上照幸会員（大東文化大学）が

まず各報告に対して用語解説の質問を受け

て、その都度報告者からリプライがありま

した。そして 4 報告の終了後、会場参加者

からの質問と報告者の応答という形で進め

られました。 
順不同ですが、ご質問は、井手啓二会員

（長崎大学）、角瀨保雄会員（法政大学）、

儀我壮一郎会員（大阪市立大学）、跡部学会

員（秋田経済法科大学）、野口宏会員（関西

大学）などから出されました。 
質疑応答の最後に野口会員が「（共通項と

して）タガの外れた官僚主義こそが問題で

はないか」と全体質問を出されました。お

そらくは、このご指摘が特別分科会の総括

的な意味合いをもつものだと思われました。

規制緩和が叫ばれる昨今、あらゆる業界に

押し寄せるその波は、少なからず弊害をも

たらしています。鉄道関係では続発する事

故、労働条件が悪化の一途を辿るタクシー

業界、そして労働条件の悪化と相次ぐ航空

機のトラブル。交通機関への信頼はいつ回

復されるのでしょうか。 
なお、私は昨年度の自由論題セッション、

そして今年度の特別分科会と２か年にわた

ってオーガナイザーを仰せつかりました。

1000 キロあまり南西に浮かぶ小島からで

はありますが、今後とも微力ながら学会運

営に協力させていただきます。ちなみに学

会終了後まもなく当地は梅雨入りしたそう

です。ねっとりとまとわりつくような暑さ

を感じさせられる亜熱帯地域の長い夏は 6
月終わり頃から始まります。 
 
大会参加印象記 
日本比較経営学会第 31 回大会参加印象記 

 小島愛（明治大学・院） 

 平成 18 年 5 月 13 日（土）より 2 日間に

わたって、第 31 回全国大会が、中京大学八

事キャンパスにおいて開催されました。本

大会のテーマ「企業と社会―比較経営学研

究の新たな地平―」のもと、統一論題と特

別企画ラウンドテーブル、各分科会で、貴

重な研究報告と活発な議論とが繰りひろげ

られました。今回、全国の先生方にお会い

し、知的好奇心を膨らますことができまし

たことは、私にとってこの上ない喜びであ

りました。厚くお礼を申し上げます。 

 本大会では、実行委員会の先生方による
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綿密な計画のもと、3 種類のプログラム内

容が行われました。第 1 に、統一論題にお

きましては、企業と社会の関係を見つめ直

すために、社会的責任をめぐる諸問題と各

国に焦点をあてた検証とが報告されました。

第 2 に、特別企画ラウンドテーブルでは、

生命をあずかる企業の重みを再考するため

に、実務家の先生を交えながら、含蓄のあ

る報告と活発な質疑応答が行われました。

第 3 に、各分科会においては、おおむね、

非営利組織と、コーポレート・ガバナンス

関連、多国籍企業、中国・ロシアといった

幅広い研究内容が報告されました。 

 私は、第 3 分科会「病院経営とガバナン

ス」で研究発表の機会を賜りました。そし

て、司会者・討論者の儀我壮一郎先生とオ

ーガナイザーの細川孝先生を中心とする先

生方に囲まれ、有益なご指導をいただき、

とても心嬉しく思いました。今後も、経営

学の視点から病院経営について検討し、社

会的な関心の高まる医療問題の解決に寄与

できるようになりたいと決意いたしました。

最後になりましたが、多くの先生方にお世

話になりましたことに重ねてお礼を申し上

げるとともに、日本比較経営学会のさらな

る発展をお祈りしたいと思います。 

 
日本比較経営学会第 31 回大会参加印象記 

松本典子（駒澤大学・院） 
この度の学会では、5 月 13 日の午前中に

行われた 6 つの分科会のうち、私は第１分

科会「NPO とソーシャルチェンジ」にて報

告させていただきました。このような報告

の機会を与えていただきましたことに御礼

申し上げます。 
本分科会は、報告者 3 人からの報告（報

告時間は１人につき 30 分）、引き続き討論

者 2 人によるコメントがあり、フロアの質

疑応答時間へと展開しました。私の報告内

容についてはさておき、第 1 分科会では英

国の NPO の現状およびわが国の社会的起

業家によるコミュニティ・バンクの実態に

ついて報告を受け、NPO が企業の単なる補

完手段ではなく、オルタナティブとなるこ

とは困難であっても、ソーシャルチェンジ

の主体を担っていく可能性を秘めている存

在であることを垣間見ることのできる分科

会となりました。同時に、自己の新たな課

題発見にもつながる貴重な時間でした。 
分科会の参加者は 12～3 人程度と他の学

会と比較すれば少人数であるものの、時間

内に納まりきらないほど内容の濃い分科会

となりました。その後の懇親会で他の分科

会の様子を伺っても 2 時間半は短かったそ

うで、どの分科会も白熱した内容であった

ことが伺われました。 
13 日午後の特別企画および 14 日の統一

論題にも参加し、その中で私が特に興味を

持ったのは、昨年に引続く統一論題「企業

と社会－比較経営学研究の新たな地平－

【企業と社会に関する課題と方法をめぐっ

て】」です。本報告は、私の研究している

NPO とも密接なつながり、企業と社会とい

う視点から NPO の本質、役割、今後の理

論展開に至まで非常に考えさせられるもの

でした。 
本学会は、どの会場でも議論が活発に行

われ、学問を深めることに役立っていると

思われます。厳しい議論の反面、学会は初

めて参加するものにとっても非常に親しみ

やすい雰囲気であり、主に関東に身を置く

私にとっては関西の研究者と交流でき刺激
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を受けられる大切な機会でもあり、今後も

参加することが非常に楽しみです。 
最後になりましたが、中京大学は交通の

アクセスも良く、環境も素晴らしいところ

で、中京大学の方々には大変お世話になり

ました。名古屋はトヨタの影響もあってか、

景気が良い印象を受けました。名古屋とい

えば、赤味噌、味噌カツ、味噌煮込み、き

しめん、ういろうという思い込みがあり

「食」はいまいちという印象でしたが、今

回の学会ではひつまぶし、名古屋コーチン、

台湾ラーメンなどがあることを知り、「学」

だけではなく「食」に関しても大変満足で

きる学会となりました。 
 
「批判経営学」のさらなる発展を目指して 

林 昭（龍谷大学名誉教授） 
 本学会は創設の時からいわゆる「批判経

営学」の研究グループのいわば受け皿的性

格を一部持っていたといえる。当初この学

会は、かつては「社会主義経営学会」と称

したが、それは当時（1990 年代はじめまで）

社会主義と称する国がソ連をはじめ 10 数

カ国にのぼっていたことを反映している。 
当時われわれは、資本主義企業経営が

種々の矛盾を抱え、何れは社会主義へと変

革されることを確信し、日本の企業の将来

を考える一つの示唆として社会主義国の企

業経営の実態を紹介する仕事に力を注いだ

ものであった。 
 ただその方法が当時の「社会主義企業」

の実態を捉えるのに、本来の批判的観点を

しっかりふまえ、「社会主義企業」の実態を

客観的に捉えることに力を注ぐことが十分

でなく、当時の「社会主義諸国」の政府や

指導政党の決議などを重要な資料として捉

えていたことについては、研究者として深

く反省せねばならないと思う。 
 その意味合いからも、昨年の本学会の全

国大会から「批判経営学」の研究方法を今

の時点に立って再考するテーマが掲げられ、

熱心な討論が行われていることに、自分自

身の過去の研究方法に対する反省の意味も

込めて、心からの敬意を表したいと思う。 
 現代資本主義が、表面的には矛盾がない

かのように見えながら、その根底には生産

力の暴走的発展がもたらす種々の矛盾を管

理・規制できない実態が明らかになりつつ

あるとき、その矛盾の実態を科学的に明ら

かにすると同時に、労働者・市民の立場か

らの民主的統制・管理のあり方について、

議論し、提言していく課題がこの学会に求

められているのではないかと思う。 
 

2006 年日本比較経営学会会員総会 
日時：2006 年 5 月 13 日(土)16：10～17：30 

会場：中京大学名古屋キャンパス・センタ

ービル 
Ⅰ 議題  
【審議事項】 
１．2005 年度の活動報告について 
２．2005 年度の決算について 
３．2006 年度の予算について 
４． 第 32 回大会（2007 年）開催校について 

５．経営関連学会協議会(仮称)への加盟につ

いて 
６．その他 
【報告事項】 
１． 新入会員および退会者について 
２． 学会事務委託契約について 
３． 学会誌編集について 
４． 30 周年出版事業について 
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５． 日本経済学会連合からのお知らせ 
６． その他 
Ⅱ 役員改選 
 
 

会員総会の報告 
2006 年 5 月 13 日(土)に開催された会員総

会での審議・報告事項は次のとおりです。 
【審議事項】 
１．2005 年度の活動報告について 
2005 年 
5 月 13 日～14 日 日本比較経営学会第 30
回全国大会開催 
（於：龍谷大学京都深草キャンパス紫英館

６階会議室） 
5 月 20 日  『比較経営学会誌』第 29 号、

「日本比較経営学会ニュース」No.3（会員

メーリングリスト）の発送作業（岐阜大学）、 
6 月 10 日  『比較経営学会 30 年の歩み』

納品 
6 月 13 日  「第 2 回日本学術振興会賞の

推薦」案内受理 
9 月 9 日   第 1 回拡大常任理事会（於：

九州大学経済学部会議室） 
9 月 16 日   30 周年出版編集委員会

（於：龍谷大学京都深草キャンパス紫英館

会議室） 
9 月 22 日   第 19 期日本学術会議会員

から「経営関連学会協議会」（仮称）の設立

案内受理 
9 月 26 日   事務局会議（於：名古屋大

学経済学部） 
10 月 17 日  第 31 回全国大会の Call for 
Papers（会員メーリングリスト） 
10 月 21 日  日本学術会議協力学術研究

団体への登録手続き完了 

10 月 24 日  「日本比較経営学会ニュー

ス」No.4（会員メーリングリスト） 
10 月 24 日  東西部会開催の案内（（会員

メーリングリスト） 
10 月 28 日  「日本比較経営学会ニュー

ス」No.4 発送作業 
        2005年度第2回会費請求、

滞納会費請求 
12 月 3 日   第 2 回拡大常任理事会 
（東京・京都間でのテレビ会議、於：龍谷

大学東京オフィスと龍谷大学 8 号館第 4 会

議室） 
12 月３日  東西部会開催 
  【東日本部会の概要】 
  会場：駒澤大学 駒沢キャンパス 大

学会館３Ｆ３－１会議室（総参加者数：22
名） 
《院生セッション》 
   報告１. 西 剛広氏（明治大学大学

院商学研究科） 
    「コンティンジェンシーフレーム

ワークを基礎とした取締役会のガバナンス

機能に関する研究（仮）」 
   報告２. 華 金玲氏（慶應義塾大学

大学院政策メディア研究科） 
     「中国移動通信事業運営による

携帯電話普及への影響」 
《会員報告》 
   報告３. 國島弘行氏（創価大学） 
      「市民社会と企業経営」 
   報告４. 林 正樹氏（中央大学） 
      「企業・市場・社会の理論（序

説）」 
  【西日本部会の概要】 
  会場：龍谷大学京都深草キャンパス紫

英館６階会議室（総参加者数：17 名） 
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報告１．山崎敏夫氏（立命館大学） 
     「批判的経営学の再構築－企業

経営の本質把握－」 
      検討文献：山崎敏夫著『現代

経営学の再構築－企業経営の本質把握－』 
森山書店、2005 年 
報告２．中村共一氏（岐阜経済大学） 
     「市民管理への基礎視角」 
      検討文献：中村共一編著『市

民にとっての管理論』八千代出版、2005 年 
報告３．中屋信彦氏（名古屋大学） 
     「国有経済の戦略的改組と『社

会主義市場経済体制』」 
   討論者：夏目啓二（龍谷大学）、井手

啓二（長崎大学） 
12月 5日 日本経済学会連合からの補助金

公募情報（会員メーリングリスト） 
(1)外国人学者招聘滞日補助、(2)国際会議派

遣補助、(3)学会会合費補助 
12 月 22 日 日本経済学会連合『英文年報』

第 25 号に日本比較経営学会紹介ペーパー

掲載 
   Yutaka KONISHI, “JAPAN 
ASSOCIATION FOR THE 
COMPARATIVE STUDIES OF 
MANAGEMENT (JACSM)”, The Union of 
National Economic Associations , 
Information Bulletin of The Union of 
National Economic Associations in Japan, 
NO.25(2005).pp.20-26. 
2006 年 
1 月 7 日 第 31 回全国大会最終プログラム

案確定 
1 月中旬 2005 年度第 3 回会費請求、滞納

会費請求 
1 月 11 日 第 31 回全国大会プログラム（会

員メーリングリスト） 
1 月 17 日 第 31 回全国大会実行委員会と

の打ち合わせ（於：岐阜大学） 
2 月 17 日 事務局会議（於：岐阜大学） 
2 月 22 日 第 31 回全国大会実行委員会と

の打ち合わせ（於：岐阜駅） 
2月 24日 学協会サポートセンターとの契

約打ち合わせ（於：岐阜羽島駅） 
3 月 1 日 第 31 回全国大会開催案内送付作

業（中京大学） 
4 月 1 日 学協会サポートセンターとの契

約開始（学会事務委託開始） 
5 月 7 日 事務局会議（於：京都京阪ホテ

ルロビー）、30 周年出版事業事務局会議（京

都大学経済研究所） 
5 月 8 日  第 31 回全国大会予稿集の大会

参加者への送付作業（中京大学） 
5 月 12 日 2005 年度第 2 回理事会 
5月 13日 14日 第 31回日本比較経営学会

全国大会開催（中京大学名古屋八事キャン

パス） 
 
２．2005 年度の決算について 
 後述のとおり、2005 年度収支報告書が承

認されました。 
 会計監査人（酒井正三郎会員、田中宏会

員）の監査報告書が報告されました。 
３．2006 年度の予算について 
 後述のとおり、2006 年度収支予算所が承

認されました。 
４．第 32 回大会（2007 年）開催校につい

て 
 第 32 回全国大会は明治大学において開

催することが承認されました。 
５．経営関連学会協議会(仮称)への加盟につ

いて 
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 経営関連学会協議会(仮称)への加盟が承

認されました。 
６．その他 
 
【報告事項】 
１．新入会員および退会者について 
１．会員異動について 
(1) 新入会員：10 名 

 
(2) 退会者：13 名 
 
(3)物故者：2 名 

 
＊2006 年 5 月 13 日現在 

会員総数 213 名（内訳：東日本 116 名、

西日本 97 名） 
参考：2005 年 5 月 14 日現在（2005 年度総会） 

会員総数 210 名（内訳：東日本 111 名、 

西日本 99 名） 

 
２．学会事務委託契約について 
 (有)学協会サポートセンターに学会事務

（会員管理業務および会費徴収業務）を委

託契約したことが報告された。 
３．学会誌編集について 
 『比較経営研究』第 30 号の刊行について、

印刷会社の業務上の問題により発行が遅れ

ていることが報告された。 
４．30 周年出版事業について 
 『多様化する市場・社会における企業―

持続可能社会における比較経営学―』(文理

閣、2006 年)の入稿状況および 2006 年内に

刊行することが報告された。 
５．日本経済学会連合からのお知らせ 
 補助申請に関する案内が報告された。 
６．その他 

 
Ⅱ 役員改選 
次期の理事および監事が選出された。 
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2006 年度日本比較経営学会役員 

(2006 年 5 月 13 日改選) 

五十音順(敬称略) 

                              ◎常任理事 

理事長   林 正樹（中央大学） 

理 事  （東日本）         （西日本） 

   安藤 陽（埼玉大学） 稲村 毅（神戸学院大学） 

   井上照幸（大東文化大学） ◎井上秀次郎（東邦学園大学） 

   岩波文孝（駒澤大学） 上田 慧（同志社大学） 

  ◎風間信隆（明治大学） 海道ノブチカ（関西学院大学） 

   酒井正三郎（中央大学） 塚本隆敏（中京大学） 

   櫻井秀子（作新学院大学） 仲田正機（立命館大学） 

   林 正樹（中央大学） 中屋信彦（名古屋大学） 

   日高克平（中央大学） 藤原克美（大阪外国語大学） 

   百田義治（駒澤大学） 村上了太（沖縄国際大学） 

   明 泰淑（札幌大学） ヤルナゾフ・ディミター（京都大学） 

監 事   大西勝明（専修大学）    小西 豊（岐阜大学） 

幹 事   青木雅生（北陸先端科学技術大学院大学） 

   国島弘行（創価大学） 

   藤原篤志（駒澤大学） 細川 孝（龍谷大学） 

   松田 健（明治大学） 松本典子（駒澤大学・院） 

 

学会誌編集委員会 

 委員長  櫻井秀子（作新学院大学） 

    中屋信彦（名古屋大学） 百田義治（駒澤大学）   

   村上了太（沖縄国際大学） 

学会誌編集担当幹事   細川 孝（龍谷大学） 

第 32 回大会実行委員長   風間信隆（明治大学） 

第 32 回大会プログラム委員会 
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委員長  仲田正機（立命館大学） 

 大会プログラム委員  

   安藤 陽（埼玉大学） 稲村 毅（神戸学院大学） 

   井上秀次郎（東邦学園大学） 風間信隆（明治大学） 

   酒井正三郎（中央大学） 日高克平（中央大学）  

   ヤルナゾフ・ディミター（京都大学） 

 大会プログラム担当幹事  国島弘行（創価大学） 

日本経済学会連合評議員    安藤陽（埼玉大学） 風間信隆（明治大学） 

経営関連学会協議会（仮称）担当 百田義治（駒澤大学） 

会員規則等改定検討担当    日高克平（中央大学）  （岩波文孝（駒澤大学）） 

日本比較経営学会事務局  

  事務局長      岩波文孝（駒澤大学） 

  会計担当  松田 健（明治大学） 

  メンバーシップ担当（住所管理、名簿作成） 藤原篤志（駒澤大学） 

  広報担当（ニューズレター）    青木雅生（北陸先端科学技術大学院大学） 

  広報担当（ホームページ、メーリングリスト） 松本典子（駒澤大学・院）
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